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Ⅰ 有機農産物等に係る検査認証制度の創設

１ 農産物に対する安全性や健康指向等に対する消費者の関心

の高まりの中、「有機」、「減農薬」等の表示が氾濫し、消費

者の適正な商品選択に支障が生じていたことから、平成４年

に表示ガイドラインを制定し表示の適正化を図ってきたとこ

である。しかしながら、ガイドラインには強制力がないこと

から、有機農産物についての不適切な表示が行われたり生産

基準の不統一が見られる等混乱している状況にあった。

２ 一方、国際的には、平成３年からコーデックス委員会

（FAO/WHO 合同食品規格委員会)において、有機食品に係
るガイドライン作成についての検討作業が開始され、平成１

１年には、「有機生産食品の生産、加工、表示及び販売に係

るガイドライン」が採択された。

３ このような状況を踏まえ、平成１１年に改正されたＪＡＳ

法に基づき、有機農産物やその加工食品に関する日本農林規

格が制定され、表示の適正化が図られたところである（その

後、有機畜産物等に関する日本農林規格についても制定。）。

４ なお、有機食品に関する日本農林規格は、コーデックスガ

イドラインに準拠して定められたものであり、米、欧、豪、

等の諸外国においても、我が国と同様にコーデックスガイド

ラインに準拠した制度である。

【表示の規制】

・ 有機農産物や有機農産物加工食品については、名称の

表示の混乱が見られ、一般消費者の選択に著しい支障を

生ずるおそれがあるため、名称の表示の適正化を図るこ

とが特に必要である物資として政令指定。

・ これにより、有機ＪＡＳ規格を満たすものとして、認

定事業者により格付の表示（有機ＪＡＳマーク）が付さ

れたものでなければ、「有機」、「オーガニック」又はこ

れと紛らわしい表示は不可(平成 13年４月１日施行)。
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Ⅱ 有機食品の検査認証制度について

【検査認証制度の仕組み】
１ 登録認定機関の登録

農林水産大臣は、認定機関からの申請を受け、ＪＡＳ法に

定められた基準に基づいて審査を行い、登録認定機関として

登録する。

２ 認定事業者の認定

登録認定機関は、有機農産物の生産農家や加工食品の製造

業者からの認定の申請を受け、認定の技術的基準に基づいて

審査を行い、認定する。

この認定は書類審査及び実地検査により、

(ｱ) ほ場又は加工場が有機の生産基準（有機ＪＡＳ規格）を

満たしていること

(ｲ) 当該規格に則して生産できるよう生産管理や生産管理記

録の作成が適切に行うことが出来ること

を確認することにより行う。

３ 認定事業者の調査

登録認定機関は、認定を行った生産農家や製造業者が認定

後も有機ＪＡＳ規格に基づいて生産を行っていることを確認

するため、最低１年に１回、調査を行う。

４ 認定事業者による格付

認定を受けた有機農産物の生産農家や加工食品の製造業者

は、生産・製造過程の記録等に基づいて自ら生産・製造した

食品を格付し、有機ＪＡＳマークを貼付して市場に供給する。

農 林 水 産 大 臣

①申請 ②登録 ⑥ ⑤認定状況

調査 の報告

登 録 認 定 機 関

③申請 ③申請

④認定 ④認定

⑥調査

生 産 農 家 製 造 業 者

⑦格付 ⑦格付

小 売 業 者

消 費 者
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Ⅲ 有機食品の日本農林規格

（１）有機農産物の日本農林規格

① 制定の経緯

有機農産物の日本農林規格は、コーデックス総会で平成

１１年に採択された「有機的に生産される食品の生産、加

工、表示及び販売に係るガイドライン」に準拠して定めら

れたものであり、農林物資規格調査会における審議を経て、

平成１２年１月に改正ＪＡＳ法に基づいて農林水産大臣が

告示している。

② 内容

有機農産物の日本農林規格は、有機農産物の生産の原則

（右上参照）をうたうとともに、生産の方法の基準及び名

称の表示方法を規定している。

ア 生産の方法の基準（ポイントは右のとおり）

・ ほ場、採取場

・ ほ場に使用する種子又は苗等

・ ほ場における肥培管理

・ 栽培場、種菌、栽培場における栽培管理

・ ほ場又は栽培場における有害動植物の防除

・ 一般管理、育苗管理

・ 収穫、輸送、選別、調製、洗浄、貯蔵、包装その他の

収穫以後の工程に係る管理

イ 名称の表示方法

「有機農産物」、「有機栽培農産物」、「有機○○」、「オ

ーガニック○○」等と表示することを規定している。

（「○○」には、その一般的な農産物の名称を記載する。）

○有機農産物の生産の原則

農業の自然循環機能の維持増進を図るため、化学的に合

成された肥料及び農薬の使用を避けることを基本として、

土壌の性質に由来する農地の生産力を発揮させるととも

に、農業生産に由来する環境への負荷をできる限り低減し

た栽培管理方法を採用したほ場において生産されること。

○有機農産物の生産方法の基準（ポイント）

・ 堆肥等による土作りを行い、播種・植付け前２年以上

及び栽培中に（多年生作物の場合は収穫前３年以上）、

原則として化学的肥料及び農薬は使用しないこと

・ 遺伝子組換え種苗は使用しないこと

○ 有機ＪＡＳマーク
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（２）有機畜産物の日本農林規格

① 制定の経緯

有機畜産物の日本農林規格は、平成１３年にコーデック

ス総会で有機畜産物の国際基準についても採択されたこ

と、生産者団体等からも規格制定の要望があったことを踏

まえ、ＪＡＳ調査会における審議を経て、平成１７年１０

月に農林水産大臣により告示された。

② 有機畜産物の生産の原則

環境への負荷をできる限り低減して生産された飼料を給

与すること及び動物用医薬品の使用を避けることを基本と

して、動物の生理学的要求及び行動学的要求に配慮して飼

養した家畜又は家きんから生産することとされている。

（３）有機加工食品の日本農林規格

① 制定の経緯

平成１２年に、有機農産物の日本農林規格とともに有機

農産物加工食品の日本農林規格が制定され、平成１７年に

は、有機畜産物の日本農林規格の制定に伴い、有機畜産物

の加工食品も含めた規格に改正された。

② 有機加工食品の生産の原則

原材料である有機農産物及び有機畜産物の有する特性を

製造又は加工の過程において保持することを旨とし、物理

的又は生物の機能を利用した加工方法を用い、化学的に合

成された食品添加物及び薬剤の使用を避けることを基本と

して生産することとされている。

○ 有機畜産物の生産方法の基準（ポイント）

・ 飼料は主に有機飼料を与えること

・ 野外への放牧などストレスを与えずに飼育すること

・ 抗生物質等を病気の予防目的で使用しないこと

・ 遺伝子組換え技術を使用しないこと

（注） 有機飼料についても、購入飼料に係る有機性を担保す

る観点から、別途日本農林規格が定められている。

○ 有機加工食品の生産方法の基準（ポイント）

・ 化学的に合成された食品添加物や薬剤の使用は極力

避けること

・ 原材料は、水と食塩を除いて、９５％以上が有機農

産物、有機畜産物又は有機加工食品であること

・ 薬剤により汚染されないよう管理された工場で製造

を行うこと

・ 遺伝子組換え技術を使用しないこと
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Ⅳ 海外からの有機食品の輸入

１ ２種類の方法
(1) 国内の登録認定機関又は登録外国認定機関から認定を受けた
外国製造業者等が生産、製造した有機食品に有機 JAS マークを
貼付して流通させる方法

(2) 我が国の登録認定機関から認定を受けた輸入業者が有機 JAS
マークを貼付して流通させる方法（２の同等性要件を満たした

国から有機農産物及び有機農産物加工食品を輸入する場合に限

る（JAS 法第１５条の２）。認定輸入業者は、輸入先国の制度
に基づく認定事業者に有機 JASマークの貼付を委託可）

２ 同等性要件
１の(2)による方法の前提として、日本農林規格による格付の

制度と同等の水準にあると認められる格付制度を有する国の政府

機関等から発行された証明書又はその写しが添付されていなけれ

ばならない。（JAS法第１５条の２第２項関係）
この場合、「同等の水準にある」とは、

(1) 「格付の制度とその適切な運用の担保措置」と「格付表示の
信頼性を確保する制度」が存在し、その内容が JAS 制度と同等
の水準であること

(2) 対象となる農林物資についての規格が日本農林規格と同等で
あること

という要件が満たされていることをいう。

３ 現在の状況
平成２７年１月現在、有機農産物及び有機農産物加工食品に関

し、ＪＡＳ法第１５条の２における同等性を有している国として、

アメリカ合衆国、アルゼンチン、オーストラリア、カナダ、スイ

ス、ニュージーランド及び EU 加盟国が省令で指定されている。

(1) 我が国の登録認定機関又は登録外国認定機関から認定を受けた
外国製造業者等が生産、製造した有機食品に有機 JAS マークを貼
付して流通させる方法

(2) 我が国の登録認定機関から認定を受けた輸入業者が有機 JAS マ
ークを貼付して流通（有機農産物及び有機農産物加工食品に限る）

登登 認定 外国の農家

農 録録 JAS規格に基づき生産し確認 輸 小 消

林 登録 認外 の上有機ＪＡＳマークを貼付 入 売

水 定国 業 業 費

産 申請 機認 認定 外国の製造業者 者 者

大 関定 JAS規格に基づき製造し確認 者

臣 又機 の上有機ＪＡＳマークを貼付

は関

申請 登録認定機関

登録 (国内機関）

同等性の指定

農

林 外国 認定

水 海外の認定事業者 小 消

産 有機ＪＡＳ (有機 JASマーク貼付委託も可) 輸入業者 売 費

大 マーク 貼付 業 者

臣 輸出(農産物、農産物加工食品) 格付の表示 者

認証 証明書の発行

輸出国の制度に 輸出国の政府機関

基づく認証機関 又は準政府機関

指 定


